
⑧ 就農・経営継承計画（別紙様式第1号-1）の達成が実現可能と見込めること

□

⑯ 金融機関から融資をうけること

そ
の
他
共
通
事
項

➠ 経営開始年月　平成・令和　　年　　月（　　　歳）

未
継
承
の

場
合

目
標
地
図

⑬ 目標地図等へ位置づけられていること □

⑭ 目標地図等へ位置づけられることが確実であること □

経
営
を
開
始
し
て
い
る
場
合

⑪ 事業実施年度の翌年度（令和８年度）までに経営を開始すること □

⑫ 経営開始した場合は①から⑩までの要件を満たすこと □

□

③ 主要な農業機械等を所有又は借りていること

④ 自らの名義(又は法人名義)で出荷取引していること

⑤ 自らの名義(又は法人名義)の通帳及び帳簿で管理していること

⑥ 自らの名義(又は法人名義)が農業経営の主宰権を有していること

⑦ 青年等就農計画又は農業経営改善計画の認定を受けていること

□

□

□

□

□

②

　現在実施されている世代交代・初期投資促進事業のうち世代交代円滑化タイプに係る事業要件
等については、以下のとおりです。

□交付対象者の単独名義で申請（経営開始済みの場合）

① 強い就農意欲があること □

交付対象者と現経営者との共同申請（未継承の場合） □

交付対象者
（事業申請者）

□

② 農地の所有権又は利用権（耕作権）を有していること

⑩ 青色申告を行うこと

＜世代交代・初期投資促進事業のうち世代交代円滑化タイプ＞

事　業　要　件　等　確　認　書

住　所

氏　名

連絡先

□

⑰ 地域農業の発展に向けた活動に協力的であること □

⑱ みどり法に基づく環境負荷低減に取り組む意思があること □

⑮ 初期投資促進事業、経営開始資金、経営継承発展支援事業を受けていないこと □

□

⑨ 農業経営開始５年後までに農業で生計が成り立つこと


